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横浜経済の動向(平成 28年 9月) 

 
第 98 回横浜市景況・経営動向調査報告（特別調査） 

横浜市経済局  

 
 
 
【調査の概要】 

１．目的・内容：横浜市の経済・産業政策の効果的な展開に必要な企業動向・ニーズを早期かつ的確に把握する

ために、市内企業・市内に事業所をおく企業を対象にアンケート調査及びヒアリング調査を一

連の「景況・経営動向調査」として、四半期毎に年４回(６月、９月、１２月、３月)実施して

います。 
 
２．調査対象：市内企業・市内に事業所をおく企業 1,000社 

       回収数 601社（回収率：60.1％）（特別調査有効回答数：550社） 

      
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

※（ ）内は調査対象企業数 

※規模別の定義は以下の通りです。 

      大企業・・・・・・横浜市に本社を置き、資本金が 10億円以上の企業 

      中堅企業・・・・・横浜市に本社を置き、資本金が以下の基準に該当する企業 

製造業や卸売業、小売業、サービス業以外の非製造業：3～10億円未満 

                卸売業：1～10億円未満 

                小売業、サービス業：5 千万～10 億円未満 

      中小企業・・・・・横浜市に本社を置き、資本金が上記の基準未満の企業 

      市外本社企業・・・横浜市以外に本社を置く市内事業所 
 
３．調査時期：平成 28年 9月実施 
 
４．その他：図表中の構成比は小数点第２位を四捨五入し表記しており、表示上の構成比を合計しても 100％に

ならない場合があります。 
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II ooTT のの活活用用状状況況はは「「業業務務やや製製品品ササーービビススにに活活用用ししてていいるる（（予予定定ががああるる））、、関関心心ははああるる」」
がが 7755 ..77％％ととななっったた。。   

一一方方でで、、活活用用のの際際ににはは「「人人材材のの確確保保又又はは育育成成」」（（ 6655 ..22％％））やや「「活活用用すするるノノウウハハウウをを得得
るるこことと」」 ((6644 ..33％％ ))ななどどのの課課題題をを抱抱ええるる企企業業もも多多いい。。   

【ポイント】 

○ IoT の活用状況についてみると、「関心はあるが、活用予定はない」（54.2％）が最も高く、「活用している」
（14.0％）と「活用予定がある」（7.5％）をあわせると 75.7％となる。 

○ IoTを活用している業務では「ＩＣＴ（情報通信技術）」が 27.8％で最も高く、「クラウド」（25.6％）が続く。
近年、注目されている「ドローン」は 3.6％にとどまっている。 

○ IoT を活用している（活用予定がある）際の課題（複数回答）についてみると、「IoT を活用した業務を行う
人材の確保又は育成」が 65.2％で最も高く、次いで「IoT を業務や製品・サービスに活用するノウハウを得
ること」（64.3％）、「自社の IoTのセキュリティーを確保すること」（56.5％）となっている。 

〇 「IoT を活用する予定はない」又は「関心がない」理由についてみると、業種や規模に関わらず、「自社に導
入するメリットがわからない」が最も高い。 

 
 

 

 
 

第 98 回横浜市景況・経営動向調査（平成 28 年 9 月実施）（特別調査） 

 
 

【IoTに関連する技術・サービスの導入に関する実態調査】 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【特別調査の概要】 
 
 

 
      
 
 

 

 

 

IoTの活用状況・関心度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

調査結果の概要 

調査結果のまとめ 

【調査対象】市内企業・市内に事業所を置く企業 1,000社（回収数：601社、回収率：60.1％、特別調査有効回答数：550社） 
【調査時期】平成 28年 8月 2日～8月 25日（調査票回答及びヒアリング調査期間） 
（注）通常調査の結果概要（自社業況ＢＳＩ等）については、平成 28年 9月 27日発表の内容をご参照ください。 

1．IoTの活用状況・関心度 
 
〇 IoT の活用状況についてみると、「業務や製品サービスに活用している」は 14.0％、「業務や製品サービスに

活用予定がある」は 7.5％で、両者をあわせると 21.5％と 5社に１社程度となっている。また、「関心はある

が、活用予定はない」の 54.2％を含めると、75.2％の企業が関心を持っている。 

〇 規模別にみると、「活用している（予定がある）、関心はある」が大企業で 86.9％、中堅企業で 82.8％、中小

企業で 70.3％となっている。 
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IoTを活用している業務（複数回答） 

ＩＣＴ（情報通

信技術）

産業用ロボッ

ト(機械装置、

検査装置等)

ＡＩ(人工知

能)、データ解

析、ビック

データ

クラウド ドローン
ウェアラブル

端末

センサー技術

(ＲＦＩＤ、ＩＣタ

グ、ビーコン

等)

その他

全産業(223) 27.8 13.0 12.1 25.6 3.6 5.8 12.1 0.0

製造業(92) 28.3 23.9 8.7 18.5 5.4 4.3 10.9 0.0

非製造業(131) 27.5 5.3 14.5 30.5 2.3 6.9 13.0 0.0

0

5

10

15

20

25

30

35

全産業

製造業

非製造業

ＩＣＴ（情報通

信技術）

産業用ロボッ

ト(機械装置、

検査装置等)

ＡＩ(人工知

能)、データ解

析、ビック

データ

クラウド ドローン
ウェアラブル

端末

センサー技術

(ＲＦＩＤ、ＩＣタ

グ、ビーコン

等)

その他

大企業(21) 19.0 23.8 9.5 28.6 4.8 4.8 9.5 0.0

中堅企業(53) 26.4 7.5 13.2 30.2 1.9 9.4 11.3 0.0

中小企業(108) 29.6 15.7 11.1 21.3 4.6 4.6 13.0 0.0

市外本社企業(41) 29.3 7.3 14.6 29.3 2.4 4.9 12.2 0.0
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IoTを活用した（活用する）際の課題（複数回答） 

IoTを業務や

製品・サー

ビスに活用

するノウハ

ウを得るこ

と

IoTを活用し

た業務を行

う人材の確

保又は育成

IoTの導入

費用を調達

すること

IoTを活用し

た新製品・

新技術の開

発費用を調

達すること

IoTを活用し

た製品・

サービスの

販路開拓を

図ること

IoTの活用を

推進するた

めの連携先

を確保する

こと

自社のIoT

のセキュリ

ティーを確

保すること

その他

全産業(115) 64.3 65.2 28.7 19.1 36.5 17.4 56.5 1.7

製造業(46) 76.1 73.9 39.1 21.7 32.6 17.4 60.9 2.2

非製造業(69) 56.5 59.4 21.7 17.4 39.1 17.4 53.6 1.4
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技術の開発
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すること

IoTを活用し

た製品・サー

ビスの販路

開拓を図るこ

と

IoTの活用を

推進するため

の連携先を

確保すること

自社のIoTの

セキュリ

ティーを確保

すること

その他

大企業(11) 81.8 63.6 45.5 9.1 18.2 9.1 63.6 0.0

中堅企業(29) 62.1 48.3 17.2 20.7 48.3 20.7 58.6 0.0

中小企業(56) 57.1 71.4 33.9 23.2 33.9 17.9 51.8 3.6

市外本社企業(19) 78.9 73.7 21.1 10.5 36.8 15.8 63.2 0.0
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2.IoTを活用している業務 

○ IoT を「活用している（活用予定がある）」と回答した企業がどのような業務に活用しているか（複数回

答）をみると、「ＩＣＴ（情報通信技術）」が 27.8％で最も高く、次いで「クラウド」（25.6％）、「産業用

ロボット(機械装置、検査装置等)」（13.0％）となっている。「ドローン」は 3.6％にとどまる。 

○ 業種別にみると、製造業では「ＩＣＴ（情報通信技術）」（28.3％）が最も高く、非製造業では「クラウ

ド」（30.5％）が最も高い。 

○ 規模別にみると、大企業と中堅企業では「クラウド」が、それぞれ 28.6％、30.2％で最も高く、中小企

業では「ＩＣＴ（情報通信技術）」が 29.6％で最も高くなっている。 

3. IoTを活用した（活用する）際の課題 

○ IoT を活用している（活用予定がある）際の課題（複数回答）についてみると、「IoTを活用した業務を行

う人材の確保又は育成」が 65.2％で最も高く、次いで「IoTを業務や製品・サービスに活用するノウハウ

を得ること」（64.3％）、「自社の IoTのセキュリティーを確保すること」（56.5％）となっている。 

○ 業種別にみると、製造業では「IoT を業務や製品・サービスに活用するノウハウを得ること」（76.1％）

が最も高く、非製造業では「IoTを活用した業務を行う人材の確保又は育成」（59.4％）が最も高い。 

○ 規模別にみると、大企業、中堅企業では「IoTを業務や製品・サービスに活用するノウハウを得ること」

が、それぞれ 81.8％、62.1％で最も高い。中小企業では「IoTを活用した業務を行う人材の確保又は育成」

が 71.4％と高く、小規模企業では人材面での課題が大きい様子がうかがえる。 

 

※無回答は除外し、業務か理由どちらかに選択した方のみ集計しています。 

 

※無回答は除外して集計しています。               ※無回答は除外して集計しています。 
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行政又は関係機関等に望むこと（複数回答） 
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成支援
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費用に関
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した新製
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の開発費

の支援

IoTを活用

した新製

品・新技術

の開発の

ためのマッ

チング支

援

IoTを活用

した製品・

サービス

の販路開

拓支援

IoTに関す

る知的財

産やセ

キュリ

ティーなど

に関する

専門家派

遣

その他

全産業(110) 52.7 27.3 38.2 39.1 23.6 20.0 20.0 14.5 2.7

製造業(42) 59.5 38.1 38.1 52.4 23.8 14.3 16.7 14.3 0.0

非製造業(68) 48.5 20.6 38.2 30.9 23.5 23.5 22.1 14.7 4.4
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費用に関す

る資金への

支援

IoTを活用し

た新製品・

新技術の開

発費の支援

IoTを活用し

た新製品・

新技術の開

発のための

マッチング

支援

IoTを活用し

た製品・

サービスの

販路開拓支

援

IoTに関する

知的財産や

セキュリ

ティーなど

に関する専

門家派遣

その他

大企業(11) 81.8 27.3 36.4 36.4 9.1 9.1 0.0 9.1 0.0

中堅企業(27) 44.4 11.1 29.6 29.6 18.5 29.6 29.6 18.5 3.7

中小企業(54) 53.7 38.9 40.7 44.4 29.6 16.7 22.2 13.0 1.9

市外本社企業(18) 44.4 16.7 44.4 38.9 22.2 22.2 11.1 16.7 5.6
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「IoTを活用する予定はない」、又は「関心がない」理由（複数回答） 

自社に導入

するメリットが

わからないた

め

活用できるこ

とがないため

セキュリ

ティーに不安

があるため

今後どのよう

になるのかを

周囲の状況

を確認中のた

め

導入する場合

の初期投資

が高いため

活用する場合

のランニング

コストが高い

ため

活用できる人

材が不足して

いるため

その他

全産業(415) 64.3 31.1 15.7 37.3 20.5 15.4 37.1 4.3

製造業(162) 64.8 24.7 16.0 34.6 24.1 13.0 41.4 4.3

非製造業(253) 64.0 35.2 15.4 39.1 18.2 17.0 34.4 4.3
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資が高いた

め

活用する場

合のランニン

グコストが高

いため

活用できる人

材が不足して

いるため

その他

大企業(35) 57.1 25.7 5.7 45.7 8.6 8.6 14.3 2.9

中堅企業(73) 60.3 26.0 20.5 38.4 20.5 9.6 34.2 5.5

中小企業(290) 67.9 34.1 16.2 34.8 22.4 17.9 41.4 3.4

市外本社企業(17) 35.3 11.8 5.9 58.8 11.8 11.8 23.5 17.6
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4. 課題を解決するための支援として、行政又は関係機関等に望むこと 

○ IoT を活用している（活用予定がある）際の課題を解決するための支援として、行政又は関係機関等に

望むこと（複数回答）についてみると、「IoTに関する情報提供」が 52.7％で最も高く、次いで「IoTの

導入費用に関する資金への支援」（39.1％）、「IoT に関する人材育成支援」（38.2％）となっており、情

報、資金、ヒトへの支援が望まれている様子がうかがえる。 

○ 業種別にみると、製造業、非製造業ともに「IoT に関する情報提供」が、それぞれ 59.5％、48.5％と最

も高くなっている。 

○ 規模別にみると、大企業、中堅企業、中小企業の全てにおいて、「IoTに関する情報提供」が、それぞれ

81.8％、44.4％、53.7％と最も高く、なかでも大企業の高さが際立っている。 

5.「 IoT を活用する予定はない」、又は「関心がない」理由 

○ 「IoTを活用する予定はない」、又は「関心がない」と回答した企業の理由（複数回答）についてみると、

「自社に導入するメリットがわからないため」が 64.3％で最も高く、次いで「今後どのようになるのか

を周囲の状況を確認中のため」（37.3％）、「活用できる人材が不足しているため」（37.1％）となっており、

総じて IoTと自社の業務との関係性を見極めきれていない様子がかいま見える。 

○ 業種別では、製造業、非製造業ともに、「自社に導入するメリットがわからないため」が、それぞれ 64.8％、

64.0％で最も高く、両業種ともほぼ同程度の割合となっている。 

○ 規模別にみると、大企業、中堅企業、中小企業のいずれにおいても「自社に導入するメリットがわからな

いため」が最も高く、それぞれ 57.1％、60.3％、67.9％で、規模が小さいほど高くなっている。 

※無回答は除外して集計しています。               ※無回答は除外して集計しています。 
   

※無回答は除外して集計しています。               ※無回答は除外して集計しています。 
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特別調査結果 

―IoTに関連する技術・サービスの導入に関する実態調査― 

 
 
 

IoT の活用状況についてみると、「関心はあるが、活用予定はない」が 54.2％で最も高く、「業務や製品サー

ビスに活用している」の 14.0％、「業務や製品サービスに活用予定がある」の 7.5％をあわせると 75.7％の企

業が関心を持っている。一方で、「関心がない」は 23.5％となっている。 

業種別にみると、製造業では「関心はあるが、活用予定はない」が 54.4％で最も高く、次いで「関心がな
い」（21.9％）、「業務や製品サービスに活用している」（14.9％）、「業務や製品サービスに活用予定がある」
（7.4％）と続く。「活用している、活用予定がある」はあわせて 22.3％となっている。非製造業では「関心
はあるが、活用予定はない」が 54.0％で最も高く、次いで「関心がない」（24.5％）、「業務や製品サービスに
活用している」（13.4％）、「業務や製品サービスに活用予定がある」(7.5％)と続く。「活用している、活用予
定がある」はあわせて 20.9％となっている。 

業種別に比較すると、製造業は非製造業に比べて「活用している、活用予定がある」が 1.4ポイント高く、
「活用予定はない、関心がない」は 2.2 ポイント低くなっているが、その差は僅かで、総じてほぼ同程度とい
える。 

規模別にみると、大企業では「関心はあるが、活用予定はない」が 63.0％で最も高く、次いで「業務や製
品サービスに活用している」と「関心がない」が 13.0％で並んでいる。中堅企業では「関心はあるが、活用
予定はない」が 54.3%で最も高く、次いで「業務や製品サービスに活用している」（19.0％）、「関心がない」
（16.2％）となっている。中小企業では「関心はあるが、活用予定はない」が 54.3％で最も高く、次いで「関
心がない」（28.7％）、「業務や製品サービスに活用している」（10.5％）となっている。 

規模別に比較すると、大企業や中堅企業は「活用している（活用予定がある）、関心はある」が 8割を超え
ており、中小企業においても、「活用している（活用予定がある）、関心はある」が 7割を超え、関心が高くな
っている。 

 

図表 1  IoT の活用状況・関心度：業種別、規模別 
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IoTを「活用している（活用予定がある）」と回答した企業がどのような業務に活用しているか（複数回答）

についてみると、「ＩＣＴ（情報通信技術）」が 27.8％で最も高く、次いで「クラウド」（25.6％）、「産業用ロ

ボット(機械装置、検査装置等)」（13.0％）となっている。「ドローン」は 3.6％にとどまる。 

業種別にみると、製造業では「ＩＣＴ（情報通信技術）」が 28.3％で最も高く、次いで「産業用ロボット(機

械装置、検査装置等)」（23.9％）、「クラウド」（18.5％）となっている。非製造業では、「クラウド」が 30.5％

で最も高く、次いで「ＩＣＴ（情報通信技術）」（27.5％）、「ＡＩ(人工知能)、データ解析、ビックデータ」（14.5％）

となっている。 

業種別に比較すると、製造業の「産業用ロボット(機械装置、検査装置等)」（23.9％）は非製造業の 5.3％

に比べて 18.6ポイント高い一方で、非製造業の「クラウド」（30.5％）は製造業の 18.5％に比べて 12.0ポイ

ント高く、「ＡＩ(人工知能)、データ解析、ビックデータ」（14.5％）でも製造業の 8.7％に比べて 5.8ポイン

ト高いなど、業種特性をうかがわせるものとなっている。 

規模別にみると、大企業では「クラウド」が 28.6％で最も高く、次いで「産業用ロボット(機械装置、検査

装置等)」（23.8％）、「ＩＣＴ（情報通信技術）」（19.0％）となっている。中堅企業では「クラウド」が 30.2％

で最も高く、次いで「ＩＣＴ（情報通信技術）」（26.4％）、「ＡＩ(人工知能)、データ解析、ビックデータ」（13.2％）

となっている。中小企業では「ＩＣＴ（情報通信技術）」が 29.6%で最も高く、次いで「クラウド」（21.3％）、

「産業用ロボット(機械装置、検査装置等)」（15.7％）となっている。 

規模別に比較すると、大企業、中堅企業では「クラウド」が最も高いが、中小企業では「ＩＣＴ（情報通信

技術）」が高い。中堅企業のドローンは 1.9％と他の規模に比べて 2分の 1未満であるが、「ウェアラブル端末」

は 9.4％と 2倍近い高さとなっている。 

 
図表 2  IoTを活用（想定）しているモノ（複数回答）：業種別、規模別 
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全産業(223) 27.8 13.0 12.1 25.6 3.6 5.8 12.1 0.0
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※無回答は除外し、業務か理由どちらかに選択した方のみ集計しています。 
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ウェアラブル
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大企業(21) 19.0 23.8 9.5 28.6 4.8 4.8 9.5 0.0

中堅企業(53) 26.4 7.5 13.2 30.2 1.9 9.4 11.3 0.0

中小企業(108) 29.6 15.7 11.1 21.3 4.6 4.6 13.0 0.0

市外本社企業(41) 29.3 7.3 14.6 29.3 2.4 4.9 12.2 0.0
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※無回答は除外し、業務か理由どちらかに選択した方のみ集計しています。 

2. IoT を活用している業務 
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（1）-a  【ＩＣＴ（情報通信技術）と回答した企業の活用している業務】 

IoT を活用（想定）しているモノについて「ＩＣＴ（情報通信技術）」と回答した企業について、活用してい

る業務（複数回答）についてみると、「設計・開発に活用」が 42.6％で最も高く、次いで「材料調達・仕入に活

用」と「製造過程に活用」が 29.5％で並んでいる。 

 業種別にみると、製造業では「設計・開発に活用」、「材料調達・仕入に活用」、「製造過程に活用」が 50.0％

で並んでいる。非製造業では「設計・開発に活用」が 37.1％で最も高く、次いで「建築物・製品などの保守サ

ービスに活用」（31.4％）、「その他」（22.9％）となっている。 

 業種別に比較すると、製造業では「その他」はゼロであるが、非製造業では 22.9％の回答があり、非製造業

は製造業に比べて活用している業務が多岐にわたる様子がうかがえる。 

 規模別にみると、大企業では「資材や製品などの機能向上に活用」と「その他」を除く全ての項目が 50.0％

で並んでいる。中堅企業では「建築物・製品などの保守サービスに活用」が 42.9％で最も高く、次いで「設計・

開発に活用」が 35.7％で、「製造過程に活用」、「資材や製品などの機能向上に活用」、「その他」が 21.4％で並ん

でいる。中小企業では「材料調達・仕入に活用」が 45.2％で最も高く、次いで「設計・開発に活用」（41.9％）、

「製造過程に活用」（38.7％）となっている。 
 規模別に比較すると、大企業では多くの項目に平均化されているのに比べて、中堅企業、中小企業では項目ご

とのバラつきが認められる。 

 
図表 3-(1)-a  IoTを活用している（活用予定がある）業務（ＩＣＴ（情報通信技術））（ 複数回答）：業種別、規模別 

設計・開発に活

用

材料調達・仕入

に活用

物の保管に活

用

製造過程に活

用

建築物・製品な

どの保守サービ

スに活用

資材や製品など

の機能向上に

活用

その他
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製造業(26) 50.0 50.0 23.1 50.0 23.1 15.4 0.0
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中堅企業(14) 35.7 7.1 0.0 21.4 42.9 21.4 21.4

中小企業(31) 41.9 45.2 29.0 38.7 25.8 12.9 9.7
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※無回答は除外して集計しています。                     ※無回答は除外して集計しています。 

 

（1）-b  【ＩＣＴ（情報通信技術）と回答した企業の活用している理由】 

活用している理由（複数回答）についてみると、「国内での受注の拡大」が 41.0％で最も高く、次いで「社内

の情報の共有化」（37.7％）、「品質の改善」（32.8％）となっている。 

業種別にみると、製造業では「国内での受注の拡大」が 42.3％で最も高く、次いで「品質の改善」（38.5％）、

「社内の情報の共有化」（34.6％）となっている。非製造業では「国内での受注の拡大」と「社内の情報の共有

化」が高く 40.0％で並んでいる。次いで「品質の改善」（28.6％）となっている。 

業種別に比較すると、製造業の「納期短縮」、「新製品の開発」、「技術開発」は非製造業に比べて高く、業種の

特徴がうかがわれる。 

規模別にみると、大企業では「社内の情報の共有化」（50.0％）が高く、中堅企業では「国内での受注の拡大」

（50.0%）が高く、中小企業では「社内の情報の共有化」（50.0％）が高い。 

規模別に比較すると、「取引先との情報共有」が大企業は 0.0％、中堅企業 14.3％、中小企業 40.6％と規模が

小さいほど高くなっている。 

 
図表 3-(1)-b  IoTを活用している（活用予定がある）理由（ＩＣＴ（情報通信技術））（ 複数回答）：業種別、規模別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. IoTを活用している（活用予定がある）業務と理由 
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※無回答は除外して集計しています。              ※無回答は除外して集計しています。 
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（2）-a  【 産業用ロボット(機械装置、検査装置等)と回答した企業の活用している業務】 

IoT を活用（想定）しているモノについて「産業用ロボット(機械装置、検査装置等)」と回答した企業につい 

て、活用している業務（複数回答）についてみると、「製造過程に活用」が 58.6％で最も高く、次いで「物の保

管に活用」（27.6％）、「その他」（20.7％）となっている。 

 業種別にみると、製造業では、「製造過程に活用」が 77.3％で最も高く、次いで「物の保管に活用」（31.8％）、

「設計・開発に活用」（22.7％）となっている。非製造業では「その他」が 85.7％と非常に高く、次いで「物の

保管に活用」（14.3％）となっている。 

 業種別に比較すると、製造業では「製造過程に活用」が高く、非製造業では「その他」が高く、業種別に相違

が認められる。 

 規模別にみると、大企業では「製造過程に活用」が 60.0%で高く、次いで「物の保管に活用」（40.0％）とな

っている。中堅企業では「その他」が 75.0％と高い。中小企業では「製造過程に活用」が 64.7％で高い。 

 規模別に比較すると、大企業と中小企業では「製造過程に活用」が高く 6割を超えているが、中堅企業では「そ

の他」が 75.0％と高く、多岐にわたる業務に活用されている様子がうかがえる。 

 
図表 3-(2)-a  IoTを活用している（活用予定がある）業務（産業用ロボット(機械装置、検査装置等)）（ 複数回答）：業種別、規模別 
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※無回答は除外して集計しています。                     ※無回答は除外して集計しています。 

 

（2）-b  【産業用ロボット(機械装置、検査装置等)と回答した企業の活用している理由】 

活用している理由（複数回答）についてみると、「コストダウン」が 57.1％で最も高く、次いで「品質の改善」 

（42.9％）、「生産設備の新設・更新」（35.7％）となっている。 

 業種別にみると、製造業では「コストダウン」が 76.2％で最も高く、次いで「品質の改善」（52.4％）、「生産

設備の新設・更新」（47.6％）となっている。非製造業では「新分野進出」が 42.9%で高く、次いで「その他」（28.6％）

となっている。 

 業種別に比較すると、製造業ではコストダウン、品質、生産設備と生産面に関わる項目が非製造業に比べて高

くなっており、業種の特性が認められる。 

 規模別にみると、大企業では「品質の改善」が 80.0％で最も高く、次いで「生産設備の新設・更新」と「コ

ストダウン」が 60.0％で並んでいる。中堅企業では「納期短縮」と「新分野進出」が高く、50.0％で並んでい

る。中小企業では「コストダウン」が 68.8％で最も高く、次いで「納期短縮」（43.8％）となっている。 

 規模別に比較すると、「納期短縮」が大企業ではゼロであるが、中堅企業で 50.0％、中小企業で 43.8％と規模

による相違がみられる。また、大企業の「品質の改善」（80.0％）は全ての規模、項目で最も高く、注目される。 
 

図表 3-(2)-b  IoTを活用している（活用予定がある）理由（産業用ロボット(機械装置、検査装置等)（ 複数回答）：業種別、規模別 

国内で

の受注

の拡大

海外で

の受注

の拡大

生産設

備の新

設・更

新

品質の

改善

コスト

ダウン

納期短

縮

技術伝

承

新製品

の開発

新分野

進出

技術開

発

生産拠

点の海

外進出

社内の

情報の

共有化

顧客

ニーズ

の発掘

取引先

との情

報共有

その他

全産業(28) 10.7 0.0 35.7 42.9 57.1 32.1 3.6 7.1 17.9 3.6 0.0 7.1 3.6 7.1 7.1

製造業(21) 14.3 0.0 47.6 52.4 76.2 38.1 4.8 9.5 9.5 4.8 0.0 9.5 4.8 9.5 0.0

非製造業(7) 0.0 0.0 0.0 14.3 0.0 14.3 0.0 0.0 42.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 28.6
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の拡大

生産設

備の新

設・更

新

品質の

改善

コスト

ダウン

納期短

縮

技術伝

承

新製品

の開発

新分野

進出

技術開

発

生産拠

点の海

外進出

社内の

情報の

共有化

顧客

ニーズ

の発掘

取引先

との情

報共有

その他

大企業(5) 0.0 0.0 60.0 80.0 60.0 0.0 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

中堅企業(4) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0

中小企業(16) 18.8 0.0 37.5 37.5 68.8 43.8 6.3 12.5 12.5 6.3 0.0 6.3 6.3 12.5 12.5

市外本社企業(3) 0.0 0.0 33.3 66.7 66.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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※無回答は除外して集計しています。                        ※無回答は除外して集計しています。 
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（3）-a  【ＡＩ(人工知能)、データ解析、ビックデータと回答した企業の活用している業務】 

IoT を活用（想定）しているモノについて「ＡＩ(人工知能)、データ解析、ビックデータ」と回答した企業に

ついて、活用している業務（複数回答）についてみると、「設計・開発に活用」が 30.8％で最も高く、次いで「資

材や製品などの機能向上に活用」と「その他」が 26.9％で並んでいる。 

業種別にみると、製造業では「材料調達・仕入に活用」と「製造過程に活用」が高く、57.1％で並んでいる。

非製造業では「その他」が 36.8％で高く、次いで「設計・開発に活用」と「資材や製品などの機能向上に活用」

が 26.3％で並んでいる。 

業種別に比較すると、製造業では 40％を超える業務が 5 項目あるのに対し、非製造業では「その他」を除い

て 30%未満であり、製造業は非製造業に比べて各業務に活用している割合が総じて高い様子がうかがわれる。 

 規模別にみると、大企業では「その他」が 100.0％で他はない。中堅企業では「その他」が 57.1％で高く、次

いで「設計・開発に活用」と「資材や製品などの機能向上に活用」が 28.6％で並んでいる。中小企業では「材

料調達・仕入に活用」と「製造過程に活用」が高く、45.5％で並んでいる。 

 規模別に比較すると、「資材や製品などの機能向上に活用」と「その他」を除く業務において中小企業が最も

高くなっている。 

 
図表 3-(3)-a  IoTを活用している（活用予定がある）業務（ＡＩ(人工知能)、データ解析、ビックデータ)）（ 複数回答）：業種別、規模別 

設計・開発に活

用

材料調達・仕入

に活用

物の保管に活

用

製造過程に活

用

建築物・製品な

どの保守サービ

スに活用

資材や製品な

どの機能向上

に活用

その他

全産業(26) 30.8 23.1 19.2 19.2 15.4 26.9 26.9

製造業(7) 42.9 57.1 42.9 57.1 42.9 28.6 0.0

非製造業(19) 26.3 10.5 10.5 5.3 5.3 26.3 36.8
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製造過程に活

用

建築物・製品な

どの保守サー

ビスに活用

資材や製品な

どの機能向上

に活用

その他

大企業(2) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

中堅企業(7) 28.6 14.3 14.3 0.0 14.3 28.6 57.1

中小企業(11) 36.4 45.5 36.4 45.5 18.2 27.3 0.0

市外本社企業(6) 33.3 0.0 0.0 0.0 16.7 33.3 16.7
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※無回答は除外して集計しています。                        ※無回答は除外して集計しています。 

 

（3）-b  【ＡＩ(人工知能)、データ解析、ビックデータと回答した企業の活用している理由】 

 活用している理由（複数回答）についてみると、「国内での受注の拡大」が 51.9％で最も高く、次いで「品質

の改善」と「新製品の開発」が 29.6％で並んでいる。 

 業種別にみると、製造業では「品質の改善」が 87.5％で最も高く、次いで「コストダウン」（75.0％）、「国内

での受注の拡大」（62.5％）となっている。非製造業では「国内での受注の拡大」が 47.4％で最も高く、次いで

「新製品の開発」、「新分野進出」、「技術開発」が 21.1％で並んでいる。 

 業種別に比較すると、「海外での受注の拡大」、「生産拠点の海外進出」「その他」を除く全ての業務で製造業が

非製造業に比べて高くなっている。 

 規模別にみると、大企業では「新分野進出」と「顧客ニーズの発掘」が 50.0％で高い。中堅企業では「国内

での受注の拡大」が 57.1％で高く、次いで「新分野進出」と「顧客ニーズの発掘」が 28.6％で並んでいる。中

小企業では「国内での受注の拡大」が 58.3％で高く、次いで「品質の改善」と「コストダウン」、「新製品の開

発」が 50.0％で並んでいる。 

 規模別に比較すると、「品質の改善」（50.0％）、「コストダウン」（50.0％）、「新製品の開発」（50.0％）「納期

短縮」（33.3％）「生産設備の新設・更新」（25.0％）など生産、納入、コストに関わる理由は中小企業が大企業、

中堅企業に比べて高くなっている。一方、「顧客ニーズの発掘」は大企業が最も高くなっている。 

 
図表 3-(3)-b  IoTを活用している（活用予定がある）理由（ＡＩ(人工知能)、データ解析、ビックデータ)）（ 複数回答）：業種別、規模別 

国内で

の受注

の拡大

海外で

の受注

の拡大

生産設

備の新

設・更

新

品質の

改善

コスト

ダウン

納期短

縮

技術伝

承

新製品

の開発

新分野

進出

技術開

発

生産拠

点の海

外進出

社内の

情報の

共有化

顧客

ニーズ

の発掘

取引先

との情

報共有

その他

全産業(27) 51.9 3.7 11.1 29.6 25.9 18.5 11.1 29.6 25.9 25.9 0.0 14.8 22.2 7.4 7.4

製造業(8) 62.5 0.0 37.5 87.5 75.0 50.0 37.5 50.0 37.5 37.5 0.0 37.5 37.5 25.0 0.0

非製造業(19) 47.4 5.3 0.0 5.3 5.3 5.3 0.0 21.1 21.1 21.1 0.0 5.3 15.8 0.0 10.5
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生産拠

点の海

外進出

社内の

情報の

共有化

顧客

ニーズ

の発掘

取引先

との情

報共有

その他

大企業(2) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0

中堅企業(7) 57.1 14.3 0.0 14.3 0.0 14.3 0.0 14.3 28.6 14.3 0.0 0.0 28.6 0.0 14.3

中小企業(12) 58.3 0.0 25.0 50.0 50.0 33.3 25.0 50.0 33.3 33.3 0.0 33.3 25.0 16.7 0.0

市外本社企業(6) 50.0 0.0 0.0 16.7 16.7 0.0 0.0 16.7 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 16.7
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※無回答は除外して集計しています。                   ※無回答は除外して集計しています。 
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（4）-a  【クラウドと回答した企業の活用している業務】 

IoT を活用（想定）しているモノについて「クラウド」と回答した企業について、活用している業務（複数回

答）についてみると、「その他」が 33.3％で最も高く、次いで「設計・開発に活用」と「物の保管に活用」が 26.3％

で並んでいる。 

 業種別にみると、製造業では「材料調達・仕入に活用」、「物の保管に活用」、「その他」が高く 35.3％で並ん

でいる。非製造業では「その他」が 32.5％で最も高く、次いで「設計・開発に活用」（25.0％）、「物の保管に活

用」（22.5％）となっている。 

 業種別に比較すると、「資材や製品などの機能向上に活用」を除く全ての業務において製造業が非製造業に比

べて高くなっている。 

 規模別にみると、大企業では「設計・開発に活用」、「物の保管に活用」、「その他」が 33.3％で並んでいる。

中堅企業では「建築物・製品などの保守サービスに活用」と「その他」が 37.5％で並んでいる。中小企業では

「物の保管に活用」が 34.8％で最も高く、次いで「その他」（30.4％）で、「設計・開発に活用」と「材料調達・

仕入に活用」が 21.7％で並んでいる。 

 規模別に比較すると、「設計・開発に活用」では大企業が高く、「建築物・製品などの保守サービスに活用」で

は中堅企業が高い。「その他」は全ての規模で 3割を超えている。 

 
図表 3-(4)-a  IoTを活用している（活用予定がある）業務（クラウド)）（ 複数回答）：業種別、規模別 

設計・開発に活

用

材料調達・仕入

に活用

物の保管に活

用

製造過程に活

用

建築物・製品な

どの保守サービ

スに活用

資材や製品な

どの機能向上

に活用

その他

全産業(57) 26.3 17.5 26.3 12.3 17.5 12.3 33.3

製造業(17) 29.4 35.3 35.3 23.5 17.6 5.9 35.3

非製造業(40) 25.0 10.0 22.5 7.5 17.5 15.0 32.5
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建築物・製品など

の保守サービス
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用

その他

大企業(6) 33.3 16.7 33.3 0.0 16.7 0.0 33.3

中堅企業(16) 25.0 6.3 12.5 6.3 37.5 18.8 37.5

中小企業(23) 21.7 21.7 34.8 17.4 8.7 8.7 30.4

市外本社企業(12) 33.3 25.0 25.0 16.7 8.3 16.7 33.3
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※無回答は除外して集計しています。                      ※無回答は除外して集計しています。 

 

（4）-b  【クラウドと回答した企業の活用している理由】 

活用している理由（複数回答）についてみると、「社内の情報の共有化」が 60.7％で最も高く、他の理由との

差が大きい。次いで「国内での受注の拡大」と「取引先との情報共有」が 21.4％で並んでいる。 

 業種別にみると、製造業では「社内の情報の共有化」が 56.3％で最も高く、次いで「コストダウン」（31.3％）

で、「納期短縮」、「取引先との情報共有」、「その他」が 25.0％で並んでいる。非製造業では「社内の情報の共有

化」が 62.5％で最も高く、次いで「国内での受注の拡大」（22.5％）で、「顧客ニーズの発掘」と「取引先との

情報共有」が 20.0％で並んでいる。 

 業種別に比較すると、両業種とも「社内の情報の共有化」が最も高くなっている。「コストダウン」は製造業

が非製造業に比べて 2.5倍高く、業種による差異が認められる。 

 規模別にみると、大企業では「社内の情報の共有化」が 66.7％で最も高い。中堅企業では「社内の情報の共

有化」が 50.0％で高く、次いで「国内での受注の拡大」（37.5％）となっている。中小企業では「社内の情報の

共有化」が 63.6％で最も高く、次いで「取引先との情報共有」（36.4％）となっている。 

 規模別に比較すると、全ての規模において「社内の情報の共有化」が最も高く、社内情報の共有を目的にクラ

ウドを活用している姿が見える。 

 
図表 3-(4)-b  IoTを活用している（活用予定がある）理由（クラウド)）（ 複数回答）：業種別、規模別 

国内で

の受注

の拡大
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の受注

の拡大

生産設

備の新

設・更

新

品質の

改善

コスト

ダウン
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縮

技術伝

承
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の開発

新分野
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技術開

発

生産拠

点の海

外進出

社内の

情報の

共有化

顧客

ニーズ

の発掘

取引先

との情

報共有

その他

全産業(56) 21.4 7.1 3.6 16.1 17.9 8.9 3.6 7.1 10.7 12.5 1.8 60.7 17.9 21.4 17.9

製造業(16) 18.8 6.3 6.3 18.8 31.3 25.0 12.5 12.5 18.8 12.5 6.3 56.3 12.5 25.0 25.0

非製造業(40) 22.5 7.5 2.5 15.0 12.5 2.5 0.0 5.0 7.5 12.5 0.0 62.5 20.0 20.0 15.0
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報共有

その他

大企業(6) 16.7 16.7 16.7 33.3 0.0 16.7 16.7 16.7 16.7 16.7 16.7 66.7 16.7 33.3 33.3

中堅企業(16) 37.5 18.8 0.0 25.0 12.5 6.3 0.0 6.3 0.0 12.5 0.0 50.0 25.0 6.3 18.8

中小企業(22) 13.6 0.0 4.5 4.5 22.7 13.6 4.5 9.1 13.6 9.1 0.0 63.6 9.1 36.4 18.2

市外本社企業(12) 16.7 0.0 0.0 16.7 25.0 0.0 0.0 0.0 16.7 16.7 0.0 66.7 25.0 8.3 8.3
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※無回答は除外して集計しています。              ※無回答は除外して集計しています。 
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（5）-a  【ドローンと回答した企業の活用している業務】 

IoT を活用（想定）しているモノについて「ドローン」と回答した企業について、活用している業務（複数回

答）についてみると、回答総数が少ない点に注意を要するが「その他」が 75.0％で最も高く、他の項目は 12.5％

となっている。 

 業種別にみると、製造業では「その他」が 60.0％、他の項目は全て 20.0％となっている。非製造業では「そ

の他」が 100.0％でその他の項目の回答はない。 

 業種別に比較すると、両業種とも「その他」が最も高くなっている。 

 規模別にみると、大企業と中堅企業では「その他」が 100.0％で他の項目の回答はない。中小企業では「その

他」が 80.0％となっている。 

 規模別に比較すると、全ての規模で「その他」が高くなっている。 

 
図表 3-(5)-a  IoTを活用している（活用予定がある）業務（ドローン)）（ 複数回答）：業種別、規模別 

設計・開発に活

用

材料調達・仕入

に活用

物の保管に活

用

製造過程に活

用

建築物・製品な

どの保守サービ

スに活用

資材や製品など

の機能向上に

活用

その他

全産業(8) 12.5 12.5 12.5 12.5 12.5 12.5 75.0

製造業(5) 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 60.0

非製造業(3) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0
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その他

大企業(1) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

中堅企業(1) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

中小企業(5) 20.0 20.0 20.0 20.0 0.0 20.0 80.0

市外本社企業(1) 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0
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※無回答は除外して集計しています。                       ※無回答は除外して集計しています。 

 

 

 

（5）-b  【ドローンと回答した企業の活用している理由】 

活用している理由（複数回答）についてみると、「その他」が 71.4％で最も高く、次いで「技術伝承」（28.6％）

となっている。 

 業種別にみると、製造業では「その他」が 75.0％で最も高い。非製造業では「その他」が 66.7％で最も高く、

次いで「技術伝承」（33.3％）となっている。 

 業種別に比較すると、製造業、非製造業ともに「その他」が最も高くなっている。 

 規模別にみると、大企業では「その他」が 100.0％、中堅企業でも「その他」が 100.0％となっている。中小

企業では「その他」が 60.0％で高く、次いで「技術伝承」（40.0％）となっている。 

 規模別に比較すると、全ての規模で「その他」が高い。中小企業の「技術伝承」（40.0％）は他の規模では回

答がなく、注目される。 

 
図表 3-(5)-b  IoTを活用している（活用予定がある）理由（ドローン)）（ 複数回答）：業種別、規模別 
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全産業(7) 14.3 0.0 14.3 14.3 14.3 14.3 28.6 14.3 14.3 14.3 0.0 14.3 14.3 14.3 71.4

製造業(4) 25.0 0.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 0.0 25.0 25.0 25.0 75.0

非製造業(3) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 66.7
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大企業(1) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

中堅企業(1) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

中小企業(5) 20.0 0.0 20.0 20.0 20.0 20.0 40.0 20.0 20.0 20.0 0.0 20.0 20.0 20.0 60.0

市外本社企業(0) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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  ※無回答は除外して集計しています。                      ※無回答は除外して集計しています。 
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（6）-a  【ウェアラブル端末と回答した企業の活用している業務】 

 IoT を活用（想定）しているモノについて「ウェアラブル端末」と回答した企業について、活用している業務
（複数回答）についてみると、「設計・開発に活用」、「製造過程に活用」、「資材や製品などの機能向上に活用」
が 23.1％で並んでいる。 
 業種別にみると、製造業では「製造過程に活用」が 75.0％と高く、「建築物・製品などの保守サービスに活用」
を除く他の全ての項目の 25.0％との差が大きい。非製造業では「設計・開発に活用」、「建築物・製品などの保
守サービスに活用」、「資材や製品などの機能向上に活用」が 22.2％で並んでいる。 
 業種別に比較すると、製造業の「製造過程に活用」（75.0％）は非製造業ではゼロであり、業種別の相違が認
められる。 
 規模別にみると、回答数が少ないことに注意を要するが、大企業では「物の保管に活用」が 100.0％となって
いる。中堅企業では「建築物・製品などの保守サービスに活用」が 40.0％で高く、次いで「設計・開発に活用」、
「資材や製品などの機能向上に活用」、「その他」が 20.0％で並んでいる。中小企業では「製造過程に活用」が
60.0%出高く、次いで「材料調達・仕入に活用」（40.0％）となっている。 
 規模別に比較すると、中小企業の回答項目数が 6項目と大企業（1項目）、中堅企業（4 項目）を上回っており、
中小企業でウェアラブル端末が多岐にわたり活用されている様子が推察される。 
 

図表 3-(6)-a  IoTを活用している（活用予定がある）業務（ウェアラブル端末)）（ 複数回答）：業種別、規模別 
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全産業(13) 23.1 15.4 15.4 23.1 15.4 23.1 15.4

製造業(4) 25.0 25.0 25.0 75.0 0.0 25.0 25.0

非製造業(9) 22.2 11.1 11.1 0.0 22.2 22.2 11.1
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中小企業(5) 20.0 40.0 20.0 60.0 0.0 20.0 20.0

市外本社企業(2) 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0
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  ※無回答は除外して集計しています。                        ※無回答は除外して集計しています。 
 
 
（6）-b  【ウェアラブル端末と回答した企業の活用している理由】 

活用している理由（複数回答）についてみると、「国内での受注の拡大」が 53.8％で最も高く、次いで「品質
の改善」（30.8％）で、「生産設備の新設・更新」、「コストダウン」など 9項目が 15.4％で並んでいる。 

業種別にみると、製造業では「国内での受注の拡大」、「生産設備の新設・更新」、「品質の改善」、「コストダウ
ン」、「納期短縮」、「その他」が 50.0％で並んでいる。非製造業では「国内での受注の拡大」が 55.6％で高く、
次いで「品質の改善」（22.2％）となっている。 
業種別に比較すると、「生産設備の新設・更新」、「品質の改善」、「コストダウン」「技術伝承」、「技術開発」な

ど生産と関連の深い項目において製造業が非製造業に比べて高くなっている。 
規模別にみると、大企業では「品質の改善」が 100.0％、中堅企業では「国内での受注の拡大」が 60.0％で最

も高くなっている。中小企業では「国内での受注の拡大」、「生産設備の新設・更新」、「品質の改善」、「コストダ
ウン」など 8項目が 40.0％で並んでいる。 
規模別に比較すると、規模が小さいほど、回答項目が多岐にわたる傾向がみられ、ウェアラブル端末を活用す

る背景が多様であることをうかがわせる。 
 

図表 3-(6)-b  IoTを活用している（活用予定がある）理由（ウェアラブル端末)）（ 複数回答）：業種別、規模別 
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全産業(13) 53.8 0.0 15.4 30.8 15.4 15.4 7.7 15.4 15.4 15.4 0.0 7.7 15.4 15.4 15.4

製造業(4) 50.0 0.0 50.0 50.0 50.0 50.0 25.0 25.0 25.0 25.0 0.0 25.0 25.0 25.0 50.0

非製造業(9) 55.6 0.0 0.0 22.2 0.0 0.0 0.0 11.1 11.1 11.1 0.0 0.0 11.1 11.1 0.0
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大企業(1) 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

中堅企業(5) 60.0 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 20.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

中小企業(5) 40.0 0.0 40.0 40.0 40.0 40.0 20.0 20.0 20.0 20.0 0.0 20.0 40.0 40.0 40.0

市外本社企業(2) 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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    ※無回答は除外して集計しています。                        ※無回答は除外して集計しています。 
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（7）-a  【センサー技術(ＲＦＩＤ、ＩＣタグ、ビーコン等)と回答した企業の活用している業務】 

IoT を活用（想定）しているモノについて「センサー技術(ＲＦＩＤ、ＩＣタグ、ビーコン等)」と回答した企
業について、活用している業務（複数回答）についてみると、「その他」が 26.9％で最も高く、次いで「設計・
開発に活用」と「物の保管に活用」が 23.1％で並んでいる。 
 業種別にみると、製造業では「設計・開発に活用」と「製造過程に活用」が高く、44.4％で並び、次いで「物
の保管に活用」（33.3％）となっている。非製造業では「その他」が 35.3％で最も高く、次いで「建築物・製品
などの保守サービスに活用」（23.5％）、「物の保管に活用」（17.6％）となっている。 
 業種別に比較すると、「設計・開発に活用」や「製造過程に活用」で製造業が高く、「建築物・製品などの保守
サービスに活用」では非製造業が高いなど、業種の特性がうかがえる。 
 規模別にみると、大企業では「物の保管に活用」と「その他」が 50.0％となっている。中堅企業では「その
他」が 50.0％で高く、次いで「建築物・製品などの保守サービスに活用」（33.3％）、「資材や製品などの機能向
上に活用」（16.7％）となっている。中小企業では「設計・開発に活用」、「物の保管に活用」、「製造過程に活用」
が 30.8％で並んでいる。 
 規模別に比較すると、中小企業は「設計・開発に活用」と「製造過程に活用」の生産関連業務が高くなってい
るのに比べ、大企業では「物の保管に活用」が、中堅企業では「建築物・製品などの保守サービスに活用」が高
いなど生産関連以外のところで高い点が注目される。 
 
図表 3-(7)-a  IoTを活用している（活用予定がある）業務（センサー技術(ＲＦＩＤ、ＩＣタグ、ビーコン等)）（ 複数回答）：業種別、規模別 
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  ※無回答は除外して集計しています。                        ※無回答は除外して集計しています。 
 

（7）-b  【センサー技術(ＲＦＩＤ、ＩＣタグ、ビーコン等)と回答した企業の活用している理由】 

活用している理由（複数回答）についてみると、「国内での受注の拡大」と「新製品の開発」が 29.6％で並ん
で最も高く、次いで「新分野進出」（25.9％）となっている。 

業種別にみると、製造業では「国内での受注の拡大」と「新製品の開発」が 40.0％で高く、次いで「コスト
ダウン」、「納期短縮」、「技術開発」が 30.0％で並んでいる。非製造業では「新分野進出」が 29.4％で高く、次
いで「国内での受注の拡大」と「新製品の開発」が 23.5％で並んでいる。 
業種別に比較すると、「生産設備の新設・更新」、「技術開発」など生産関連項目において製造業が非製造業に

比べて高く、業種特性がかいま見える。 
規模別にみると、大企業では「品質の改善」と「新分野進出」が 50.0％となっている。中堅企業では「新分

野進出」が 50.0％で最も高く、次いで「国内での受注の拡大」（33.3％）で、「生産設備の新設・更新」と「新
製品の開発」が 16.7％で並んでいる。中小企業では「新製品の開発」が 50.0％で高く、次いで「国内での受注
の拡大」（28.6％）で、「品質の改善」、「コストダウン」、「納期短縮」、「新分野進出」、「顧客ニーズの発掘」が
21.4％で並んでいる。 

規模別に比較すると、「新分野進出」は大企業と中堅企業が高い。一方、「新製品の開発」は規模が小さいほど
高く、中小企業では 50.0％となっている。 

 
図表 3-(7)-ｂ  IoTを活用している（活用予定がある）理由（センサー技術(ＲＦＩＤ、ＩＣタグ、ビーコン等)）（ 複数回答）：業種別、規模別 
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IoT を活用している（活用予定がある）際の課題（複数回答）についてみると、「IoTを活用した業務を行う人

材の確保又は育成」が 65.2％で最も高く、次いで「IoTを業務や製品・サービスに活用するノウハウを得ること」

（64.3％）、「自社の IoTのセキュリティーを確保すること」（56.5％）となっている。 

業種別にみると、製造業では「IoTを業務や製品・サービスに活用するノウハウを得ること」が 76.1％で最も

高く、次いで「IoTを活用した業務を行う人材の確保又は育成」（73.9％）、「自社の IoTのセキュリティーを確

保すること」（60.9％）となっている。非製造業では「IoTを活用した業務を行う人材の確保又は育成」が 59.4％

で最も高く、次いで「IoTを業務や製品・サービスに活用するノウハウを得ること」（56.5％）、「自社の IoTの

セキュリティーを確保すること」（53.6％）となっている。 

業種別に比較すると、順位に相違はあるものの、上位 3項目は両業種とも同一の課題となっており、いずれも

製造業が非製造業に比べて高い割合となっている。 

規模別にみると、大企業では「IoTを業務や製品・サービスに活用するノウハウを得ること」が 81.8％で最も

高く、次いで「IoTを活用した業務を行う人材の確保又は育成」と「自社の IoTのセキュリティーを確保するこ

と」が 63.6％で並んでいる。中堅企業では「IoTを業務や製品・サービスに活用するノウハウを得ること」が

62.1％で最も高く、次いで「自社の IoTのセキュリティーを確保すること」（58.6％）で、次に「IoTを活用し

た業務を行う人材の確保又は育成」と「IoTを活用した製品・サービスの販路開拓を図ること」が 48.3％で並ん

でいる。中小企業では「IoT を活用した業務を行う人材の確保又は育成」が 71.4％で最も高く、次いで「IoTを

業務や製品・サービスに活用するノウハウを得ること」（57.1％）、「自社の IoTのセキュリティーを確保するこ

と」（51.8％）となっている。 

規模別に比較すると、順位に相違はあるものの、上位 3項目には全ての規模において同一の課題が入っている。 

 

 
図表 4  IoTを活用した（活用する）際の課題（ 複数回答）：業種別、規模別 
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全産業(115) 64.3 65.2 28.7 19.1 36.5 17.4 56.5 1.7

製造業(46) 76.1 73.9 39.1 21.7 32.6 17.4 60.9 2.2

非製造業(69) 56.5 59.4 21.7 17.4 39.1 17.4 53.6 1.4
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中小企業(56) 57.1 71.4 33.9 23.2 33.9 17.9 51.8 3.6
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 ※無回答は除外して集計しています。                      ※無回答は除外して集計しています。

4. IoT を活用した（活用する）際の課題 
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IoT を活用している（活用予定がある）際の課題を解決するための支援として、行政又は関係機関等に望むこ

と（複数回答）についてみると、「IoT に関する情報提供」が 52.7％で最も高く、次いで「IoT の導入費用に関

する資金への支援」（39.1％）、「IoTに関する人材育成支援」（38.2％）となっており、情報、資金、ヒトへの支

援が望まれている様子がうかがえる。 

業種別にみると、製造業では「IoTに関する情報提供」が 59.5%で最も高く、次いで「IoTの導入費用に関す

る資金への支援」（52.4％）で、次に「IoT に関する技術的なアドバイス」と「IoTに関する人材育成支援」が

38.1％で並んでいる。非製造業では「IoTに関する情報提供」が 48.5％で最も高く、次いで「IoTに関する人材

育成支援」（38.2％）、「IoTの導入費用に関する資金への支援」（30.9％）となっている。 

業種別に比較すると、両業種ともに「IoTに関する情報提供」が最も高く、順位に相違はあるが、上位 3項目

は同一の支援となっている。 

規模別にみると、大企業では「IoT に関する情報提供」が 81.8％で最も高く、次いで「IoTに関する人材育成

支援」と「IoTの導入費用に関する資金への支援」が 36.4％で並んでいる。中堅企業では「IoTに関する情報提

供」が 44.4％で最も高く、次いで「IoTに関する人材育成支援」、「IoTの導入費用に関する資金への支援」、「IoT

を活用した新製品・新技術の開発のためのマッチング支援」、「IoTを活用した製品・サービスの販路開拓支援」

が 29.6％で並んでいる。中小企業では「IoT に関する情報提供」が 53.7％で最も高く、次いで「IoTの導入費用

に関する資金への支援」（44.4％）、「IoTに関する人材育成支援」（40.7%）となっている。 

規模別に比較すると、全ての規模において「IoTに関する情報提供」が最も高くなっており、情報に関する支

援が望まれている様子がうかがわれる。 

 
図表 5  IoTを活用した（活用する）際の課題解決ための行政又は関係機関等に望むこと（複数回答）：業種別、規模別 
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※無回答は除外して集計しています。                       ※無回答は除外して集計しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 課題を解決するための支援として、行政又は関係機関等に望むこと 
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「IoTを活用する予定はない」、又は「関心がない」と回答した企業の理由（複数回答）についてみると、「自

社に導入するメリットがわからないため」が 64.3％で最も高く、次いで「今後どのようになるのかを周囲の状

況を確認中のため」（37.3％）、「活用できる人材が不足しているため」（37.1％）となっており、総じて IoTと自

社の業務との関係性を見極めきれていない様子がかいま見える。 

業種別にみると、製造業では「自社に導入するメリットがわからないため」が 64.8％で最も高く、次いで「活

用できる人材が不足しているため」（41.4％）、「今後どのようになるのかを周囲の状況を確認中のため」（34.6％）

となっている。非製造業では「自社に導入するメリットがわからないため」が 64.0％で最も高く、次いで「今

後どのようになるのかを周囲の状況を確認中のため」（39.1％）、「活用できることがないため」（35.2％）となっ

ている。 

業種別に比較すると、製造業、非製造業ともに「自社に導入するメリットがわからないため」が最も高い。 

規模別にみると、大企業では「自社に導入するメリットがわからないため」が 57.1％で最も高く、次いで「今

後どのようになるのかを周囲の状況を確認中のため」（45.7％）、「活用できることがないため」（25.7％）となっ

ている。中堅企業では「自社に導入するメリットがわからないため」が 60.3％で最も高く、次いで「今後どの

ようになるのかを周囲の状況を確認中のため」（38.4％）、「活用できる人材が不足しているため」（34.2％）とな

っている。中小企業では「自社に導入するメリットがわからないため」が 67.9％で最も高く、次いで「活用で

きる人材が不足しているため」（41.4％）、「今後どのようになるのかを周囲の状況を確認中のため」（34.8％）と

なっている。 

規模別に比較すると、全ての規模において「自社に導入するメリットがわからないため」が最も高く、規模が

小さいほど高くなっている。また、規模が小さいほど「活用できる人材が不足しているため」の割合が高くなっ

ており、小規模企業の課題がかいま見える。 
 

   図表 6  「IoTを活用する予定はない」、又は「関心がない」理由（複数回答）：業種別、規模別 
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※無回答は除外して集計しています。                       ※無回答は除外して集計しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

6. 「IoT を活用する予定はない」、又は「関心がない」理由 
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	調査結果の概要
	IoTの活用状況は「業務や製品サービスに活用している（予定がある）、関心はある」が75.7％となった。
	一方で、活用の際には「人材の確保又は育成」（65.2％）や「活用するノウハウを得ること」(64.3％)などの課題を抱える企業も多い。

